　この改正は、日々雇用の非常勤職員の任用・勤務形態の見直しとして、日々雇用の仕組みを廃止し、会計年度内の期間、臨時的に置かれる官職に就けるために任用される期間業務職員制度を設け、本年１０月から実施、と人事院が言ってきたものです。

　同日、総務省人事・恩給局は、日々雇用の非常勤職員に関する臨時の状況調査結果を明らかにしました。

　今回の人事院規則改正と通知では、公務員連絡会に対する人事院総裁の３月23日の回答と異なり、「３年という上限」などの記載はありません。また、平成22年人企―972人事院事務総局人材局長通知「期間業務職員の適切な採用について（通知）」には、「任命権者は、これらの規定による公募によらない採用は、同一の者について連続２回を限度とするよう努めるものとすること」とされていますが、公務員連絡会は、８月５日の人材局企画課長交渉で改めて「任用制度として上限は設けないという考え」であることを確認したところです。

2010年08月06日 【人勧情報】（2010人勧の月例給、一時金の配分等で人事院交渉実施）をご参照ください。
なお、2010年07月13日【本部情報】（国の日々雇用非常勤職員の任用・勤務形態の見直し）もご参照ください。

